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全日本航空事業連合会の現状と課題
(小型機部門)
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社団法人 全日本航空事業連合会
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全航連とは ？
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社団法人 全日本航空事業連合会
所在地：東京都港区芝3-1-15  芝ボートビル8F

目的は

公共の福祉のために、航空事業に関する諸般の調査
及び研究を行い、わが国航空事業の健全な発展を促
進することを目的とする。

昭和38年8月22日 設立
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定期航空部会
総務委員会、技術安全委員会、航空保安委員会

飛行機部会
総務委員会、営業委員会、運航委員会、
整備委員会、特別委員会

ヘリコプター部会
総務委員会、営業委員会、運航委員会、
整備委員会、特別委員会、ドクターヘリ委員会

航空危険品委員会

全航連組織
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大型機(100座席以上)運航会社 １２ 社

＊含む、日本貨物航空㈱

小型機運航会社

飛行機・ヘリコプター運航会社 １２ 社

飛行機運航会社 ２３ 社

ヘリコプター運航会社 １７ 社
５２社

賛助会員 ８ 社

合 計 ７２ 社

会員会社
(平成23年4月現在)
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小型機事業機数
(平成23年4月現在)

飛行機
単発機 １０５ 機

多発機 ７１ 機

計 １７６ 機

ヘリコプター
小型機(全備重量２トン未満) １０９ 機

中型機(全備重量４トン未満) １３６ 機

大型機(全備重量４トン以上) ５２ 機

計 ２９７ 機

合 計 ４７３ 機
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小型機年間稼動実績 (平成22年度)

飛行機
二地点間旅客輸送 ４５，３１０ 時間
その他運送事業 ３，４１０ 時間

使用事業 ３５，６２６ 時間

計 ８４，３４６ 時間

ヘリコプター
二地点間旅客輸送 １，０７０ 時間

その他運送事業 ２２，７７５ 時間

使用事業 ３７，９２５ 時間

計 ６１，７７０ 時間

合 計 １４６，１１６ 時間
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未加入会社を含めた

国内全体では・・・
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航空事業会社数 (平成23年4月現在)

 航空運送事業会社 －－－人員､貨物輸送

大型機 １２(+１) 社

小型機 ８ 社

ヘリコプター １ 社

合 計 ２１(+１) 社

 航空機使用事業会社－－－撮影､取材､薬剤散布等

飛行機・ヘリコプター １２(+２) 社

飛行機 １８(+６) 社

ヘリコプター １７(+９) 社

合 計 ４７(+17) 社

( )：全航連未加入会社
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航空移動業務用周波数使用者
(航空事業者関係)

 航空運送事業会社(人員､貨物輸送)

大型機運航 １３ 社
小型機運航 ８ 社
ヘリコプター運航 １ 社

合 計 ２２ 社

 航空機使用事業会社
飛行機 & ヘリコプター運航 １４ 社
飛行機運航 ２４ 社
ヘリコプター運航 ２６ 社
その他 ５ 団体

合 計 ６４ 社 ＋ ５ 団体
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航空事業者用周波数
= 割当、使用区別、使用状況 =

割 当 使 用 区 別 ｃｈ使用状況

総数 告示 用 途 使 用 者 専用 共用 未使用

６２

ｃｈ

18 ch 電気通信

業 務 用

音声(VOICE)通信を行う事業者 11 ch 4 ch 3 ch

4 ch データ(DATA)通信を行う事業者 4 ch － －

42 ch 航 空

事業用

定期航空運送事業者 13 ch 8 ch
2 ch

航空機使用事業者 ６４社 + ５団体 18 ch 4 ch

1 ch 免許人加入団体（共同開設） 1 ch － －

4 ch
乗 員

訓練用

定期航空運送事業者 2 ch － －

除く、定期航空運送事業者 2 ch － －

TOTAL 69 ch 51 ch 16 ch 5 ch
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全航連が抱える現状

数社が同一周波数を同一空港で使用している。

同一周波数を全国で３０社が共有している。

自社割当周波数をドクターヘリ運航で使用するため他業務通

信が使用しづらくなる。 また、他社と共用している場合も

あり互いに使用しづらい。

高々度飛行で運用すると他社基地局に飛込む。

ナロー化（8.33 kHz）対応ＶＨＦ無線機が使用出来ない。

イベントなどで使用する臨時離発着場用周波数の割当がない。
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全航連としての検討課題

各事業会社への専用波割当は出来ないか？

ドクターヘリ用専用波(複数波)の割当は出来ないか？

専用波のマルチ運用は出来ないか？

・航空用
・飛行援助用
・航空機修理事業用
・訓練用
・etc.

ナロー化を推進するか？

ナロー化対応機器を使用出来ないか？

ナロー化計画後の周波数移行に係る経費をどうするか？
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限られた周波数資源の中で
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